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「元気とやま創造計画アクションプラン（R5年度版）」

安心とやま 18　清らかな水資源の保全と活用

空から山、平野、川等を経て富山湾に至る水の循環と県民の諸活動との調和が図られ、水資
源が有効に活用されるとともに、地域に根ざした水文化が継承されていること。

(1) 水源の保全と涵
養

■健全な水循環系の構築

　・水資源総合対策調査費（一部）
　　　水ビジョンに掲げる各種施策を総合的に展開するとともに、水源地域保全条例による
　　　土地取引の把握等の水源保全対策を推進

■健全で機能の高い森づくりの推進

　・里山再生整備事業（再掲）
　　　県民協働による里山林の整備を推進
　　　野生動物の移動経路となる河岸段丘等の里山林の整備を推進

  ・みどりの森再生事業（再掲）
　　　奥山の過密人工林や竹林が侵入した人工林などを整備し、混交林に誘導

　・地下水保全活動実践促進事業
　　　地下水位低下時に注意報/警報を発令し、地下水利用者に対し節水への協力を呼びかけ

■地下水監視の推進

　・地下水指針推進費（再掲）
　　　地下水指針の改定、テレメータシステムによる地下水位観測データのリアルタイム情報提供

　・造林事業（再掲）
　　　森林が有する多様な公益的機能の発揮のため、間伐や枝打ちなどの森林整備を推進

■地下水保全対策の普及促進

　・豊かな地下水保全事業
　　　「地下水の守り人」の養成及び活動支援

(2) 小水力発電など
水資源の有効利用と
多面的活用

■水の多面的活用の推進

　・団体営地域用水環境整備交付金事業
　　　小水力発電施設の整備

■安全で安心な飲料水の確保

　・生活基盤施設耐震化等事業促進費
　　　 水道事業者等が実施する水道施設の耐震化等の事業の促進支援

　・水道事業
　　　 安全な水道用水を安定的に供給する水道用水供給事業を実施

　・【新】小水力発電導入可能性調査事業
　　　小水力発電の導入拡大に向けて、河川や上下水道を対象とした導入可能性調査など
　　　を実施

　・とやまの清らかな水環境保全活動促進事業（再掲）
　　　環境観察会、名水巡りツアー等を実施し、若者・子どもの水環境保全活動への参加を促進

　・河川総合交付金事業等（再掲）
　　　多自然川づくり等の推進

■地域用水機能の保全管理活動の推進

(3) 水環境の保全 ■水辺の動植物や水辺空間の質的向上の推進

　・富山湾水質保全対策推進費（再掲）
　　　工場・事業場による富山湾水質保全のための取組み「プラスワンアクション」の促進

　・基幹水利施設管理体制整備促進事業（再掲）
　　　農業水利施設の多面的機能の発揮を促す国・県営造成施設の管理体制強化を図る
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(4) 水を活かした文
化・産業の発展

■河川・海岸愛護活動の推進

　・河川団体支援費（ふるさと川・海応援団支援事業）（再掲）
　　　河川又は海岸における美化活動や河川愛護活動を行う団体に対する支援

■魅力ある水辺空間の創出

　・環水公園におけるウェルビーイング向上事業
　　　富岩水上ラインとの連携や、県内若手経営者・学生などの企画力を活用したイベントを
　　　環水公園で開催

　・富岩水上ライン運航事業
　　　環境に配慮した電気船の４艇体制で安全安心に配慮し運航
　　　船舶の適切な保守整備等を実施

■名水の保全と活用

　・環境衛生水質検査費（名水保全推進費）
　　　「とやまの名水」の衛生管理・飲用対策に関する調査研究

■産業・観光の振興及び水に関する情報の発信

　・とやま名水協議会運営事業
　　　ミネラルウォーター企業との連携による 「とやまの名水」のＰＲ活動の推進

指標名
現況

R3年度

目標

指標の説明R3
(2021年度)

R8
(2026年度)

河川・海岸愛護ボランティア団体数（再掲）
県内において河川又は海岸愛護ボランティア
活動を行う地域のボランティア団体、町内会、
児童会等の団体の登録数

地域用水機能保全活動団体数
農家、非農家が連携し、消流雪、防火、生態系
保全等の農業用水が有する地域用水機能を守
り増進させる活動をしている地区数

水環境保全活動団体数
水とのふれあいや水文化の継承活動等を行っ
ている住民・ボランティア団体等の数


